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第３回千代田区特別職報酬等審議会 会議記録 

日 時：平成２１年６月２４日（水）午前１０時００分～１１時５８分 

場 所：千代田区役所８階 第３委員会室 

出席者：（委 員）８名（定数１０名、欠席２名：平委員、長井委員） 

    （説明者）総務職員課長 

    （事務局）政策経営部長、総務職員課長、総務職員課職員 

 

発言者 発言内容 
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総務職員課長 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 皆様、本日はご多忙のところご出席賜りまして、誠にありがとうご

ざいます。只今から第３回特別職報酬等審議会を開催いたします。 

 本日は、平委員と長井委員が所用のため欠席でございます。 

 なお、前回会議の議事録につきまして、既に事務局からお送りさせ

ていただいていると思いますが、ご覧いただきまして、訂正等がござ

いましたら今週中に事務局までお願いいたします。 

 それでは審議に入りたいと思います。前回、区長等の給料額を審議

するに当たり、給料と実態上、一体不可分である地域手当について皆

さんからご意見をいただきました。本日も引き続きご意見をいただき

ますが、諮問事項であります「額の定め方」と「額の適否」について、

当審議会の基本的な考え方をまとめ、答申の方向性まで持っていけた

らと思いますので、よろしくご審議のほどお願い申し上げます。 

 初めに、事務局から資料の１から３について、一括して説明をして

いただきます。お願いいたします。 

 

 総務職員課長の保科でございます。本日は、お忙しいところご出席

いただきましてありがとうございます。 

 まず、私のほうから資料の説明をさせていただきますが、その前に

１点ご報告がございます。前回の報酬等審議会におきまして、区長、

副区長並びに区議会議員の期末手当の取り扱いにつきまして、特例条

例、条例で臨時的に削減をするということで、過日、第２回の区議会

臨時会におきまして条例案が可決されました。 

 中身につきましては、区長、副区長については、６月期、具体的に

は６月３０日の支給の期末手当、本則１.６５月のところを０.２月削

減する。これは前回の報酬審でも、やはり区長、副区長については職

員以上に削減するべきではないかというご意見もちょうだいいたしま

した。率でいいますと、職員が２.１月ですので、０.１６９月引き下

げれば同率の引き下げになるということなんですが、切り上げまして

０.２月の削減にさせていただいたところでございます。１０％を若干

超える削減率でございます。 

 また、区議会につきましては、区議会の独自のご判断で、これも以

前ご説明しましたとおり、実は一般職の職員、私ども職員には勤勉手

当というものが入ってございます。区長、副区長、区議会議員は勤勉

手当がないということで、職員の勤勉手当の削減率が０.１５月でござ

いました。議会は０.１５月削減するということで決着されたところで

ございますので、ご報告をさせていただきます。 

 では、引き続きまして、本日の議題でございます資料１から３につ

きましてご説明申し上げます。本日、お手元に資料を配ってございま

すが、ここの会議室は議会の委員会室でございまして、モニターがご

ざいますのでモニターにも映します。ただ、若干数字が小そうござい

ますので、お手元の資料もあわせてご参照いただければと存じます。

 まず、資料１、Ａ３の横判でございます。これが「区長の給料の地

域手当の取扱いについて」という表でございます。これにつきまして、
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前回のご議論の中で、区長の地域手当については、そもそも区長の活

動が全国をまたにかけるというものではなくて、むしろ東京の特別区

という狭いエリアの中でのことですので、地域手当というのは要らな

いのではないか、あるいは給料の決め方について、シンプルなほうが

いいのではないかというご意見をちょうだいいたしました。 

 お手元の資料をご覧いただきたいと存じます。ちょうど今、こうい

う形になってございまして、こちらの左上のところが地域手当を廃止

した事例、Ｎ区の事例となってございます。こちらの右側が、逆に地

域手当を引き上げて職員の例によった事例です。 

 まず、このＮ区の地域手当を廃止した事例からご説明申し上げたい

と存じます。Ｎ区につきましては、当初、廃止前の区長の給料額、Ａ

欄でございますが、１１０万９,８００円でございました。このときは

地域手当が１３％ついてございました。この１３％の地域手当を廃止

して、ほぼそれに相当する額、１２５万４,０００円という形で給料本

体に乗っけてございます。これで、おのおの支給月数をずっと計算し

ていきますと、Ｄ欄のここのところですが、まず期末手当が１２万７,

０００円ほど引き上がってしまう。さらには、退職手当については２

００万ほど引き上がってしまうという状況が出てしまいました。 

 それで、Ｎ区については、期末手当の支給月数を３.５５月から３.

４８月に引き下げて、同時に退職手当も１年につき３.５月から３.０

９月に引き下げるということで、全体として改正前の金額を上回らな

いという形の調整をしてございます。これがＮ区の事例、地域手当を

単純廃止した事例でございます。 

 もう一つが表の右側にございます、地域手当を引き上げて、職員の

例によった事例でございます。地域手当につきましては１２％から、

最終的に１８％まで段階的に引き上げるというのが、今、現に職員か

らやられてございます。 

 このＳ区については、当時、Ｂ欄、地域手当が１４.５％でございま

した。これを当時の人事委員会の勧告に従って１６％に引き上げる。

ですので、Ｃ欄、給料月額としては端数処理レベルです。３９０円ほ

ど引き下がる。期末手当も若干引き下がる。年収も引き下がりますが、

端数調整レベルとお考えいただいて結構だと思います。退職手当につ

いては、当然、本給が引き下がりますので、３２万４,０００円ほど引

き下がってございます。これは地域手当を１４.５から１６に改正した

という事例で、千代田区の場合は１２を今度は１８にしなきゃいけな

いということですので、わかりやすく給料月額を１００万円という形

で仮定したのがその下の表でございます。 

 給料月額を１００万円だとすると、地域手当を１２から１８％に引

き上げますと、５万１,０００円ほど給料本体は下がります。地域手当

が５万８２０円、逆に引き上がるということで、月額は▲１８０円、

ほぼ変わらない。期末手当についても、これも端数処理レベルで４万

６,６７８円、若干下がる。 

 ご注目いただきたいのは退職手当、Ｆ欄でございます。当然、本給

が引き下がるので、退職手当は本給掛ける支給月数掛ける年数という

計算をしますので、１１０万１,６００円、率にすると５.１％ほど引

き下がるという状況が出てまいります。これが職員に適用されている

例でございます。 

 結果といたしまして、今回、シミュレーションという形でお示しさ

せていただくのは、この一番下の例でございます。平たく申し上げる

と、地域手当を廃止して、ただ退職手当が引き上がるというのは今の

情勢から見てちょっと説明がつかないだろうということで、退職手当

を５％程度引き下げるという案をシミュレーションとしてつくらせて

いただきました。 
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 それがこれの左下の例でございまして、今現在の千代田区長の給料

月額は１１６万５,０００円でございます。地域手当が１２％、１３万

９,８００円ついてございます。この地域手当を廃止をして給料に乗せ

るわけですが、全部乗せてしまいますと、先ほど申し上げたような上

昇、上がってしまうという傾向がありますので、Ｅ欄、年収ベースで

現行額を超えないように１,０００円単位でまるめさせていただきま

した。地域手当を１２万９,０００円乗せて、本給を１２９万４,００

０円にすると、年収ベースで、総体として現行額を上回らないという

形になります。 

 ただ、これをやったとしても、退職手当が２８０万ほど引き上がっ

てしまいます。というのは本給が引き上がりますので。そこで、一応

案として、地域手当を単純廃止したとして、先ほど申し上げた退職手

当だけを一般職員の例によって約５％引き下げる。具体的に申し上げ

ますと、Ｆ欄の支給月数を５.５月から４.７月に引き下げるというこ

とになりますと、ここで約５.１％の減が出る。ですから、地域手当を

廃止して５％引き下げれば、総体として職員の例と変わらないような

形になるというのがこのシミュレーションでございます。 

 この次の議論になりますが、実際問題としてはこの給料の額の決め

方によっては当然また上下してまいりますけれども、一応これが１つ

の案として今回シミュレーションさせていただいたというものでござ

います。これが資料１でございます。 

 それからもう一つが、１枚おめくりいただきまして、次の資料２で

ございます。これも前回の報酬審の中で、具体的な消費者物価指数等

との給料の額の決め方について、データと申しましょうか、資料を用

意してもらいたいということでつくらせていただいたものです。 

 １９８９年、平成元年を１００として指数表示、平成２０年、２０

０８年までの２０年間の指数という形でつくらせていただいて、前年

の数値に掛ける、掛けるで来ていますので若干誤差が出てございます

が、全体のトレンドという形でご覧いただきたいと存じます。 

 お手元の資料の赤いライン、これが区長の給料の額です。１９８９

年、平成元年を１００としますと、１９９０年は据え置き、９１年は

引き上げ、１年据え置いて、さらに９３年、大幅な引き上げ、３年据

え置いて、９７年にまた引き上げ。それ以降８年間、ずっと１２１.

１という水準で据え置きでございました。前回、３年前の報酬審のと

きにおおむね１％引き下げるということで、今１２０.０という水準で

３年来ているというのが全体のトレンドでございます。 

 これを決めたときの考え方というのが、前回の報酬審の議論は、こ

れの前回の改定率、ですから、１９９７年と、平成１８年、２００６

年の人事委員会の勧告、緑のラインです。この勧告の幅、指数上ちょ

っと誤差がございますが、これを実態論で計算すると約１％、１回人

事委員会勧告は上がっているんですが、上がって下がるというトレン

ドになっていまして、これのこことここをとったということです。１

２１と１１８、ここをとって計算すると約１％引き下げという勧告に

なってございました。 

 ということで、前回の報酬審の答申では、この数字をとっておおむ

ね１％引き下げたという勧告。この１％の引き下げを区長、副区長並

びに議員報酬すべてに適用したという扱いになってございます。 

 ちなみに、過去の決め方を見ますと、当初、まず平成元年から２年

については、昭和６１年以前は完全人事委員会勧告にスライドすると

いう取り扱いになっていまして、６１年の６月の答申でスライド制が

廃止されています。ということで、このときは若干取り扱いが異なり

まして、行政職の給料表の最高号給を旧条例による掛け率で算出をし

て、ここで引き上げてございます。 
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 次、引き上げたここ、大幅な引き上げになってございますが、平成

３年の答申では、現行分に２年間分の、実はこの人事委員会の勧告が

大幅に上がってございまして、この引き上げ相当を引き上げたという

形になってございます。 

 それから３年据え置いて、次が平成５年の勧告でございますが、こ

こも平成５年から３年の給与改定率、人事委員会の勧告と消費者物価、

ここの時点は、この黄色いところが消費者物価ですが、消費者物価も

上がっておりましたので、ここの消費者物価指数も加えた形で引き上

げてございます。 

 それから前々回、平成９年の勧告についても、平成６年から８年の

給与改定率ということで、今までの過去の取り扱いを見ますと、６１

年にスライド制は廃止したんですが、大体人事委員会の勧告率で改定

をしてきたという経緯がございます。 

 ちなみに、昨今の状況はお手元の表のとおり、２００６年から、平

成１８年、１９年、平成２０年と、３カ年間、人事委員会の勧告は据

え置きでございます。要するに、給与の改定率がプラスマイナスゼロ。

一般職員は、当然定期昇給がありますので、定期昇給分は多少なり上

がるんですけれども、区長、副区長、議員報酬については定期昇給等

はありませんので、まさに今現在の金額で３年間据え置いている。 

 今後の話なんですが、実は２００９年、平成２１年の人事委員会の

勧告は一応今年の１０月の予定でございます。ちょっとその数字は、

今の時点では出しようがないという状況で、おそらく引き下げの勧告

が出るんではないのかと思いますが、正直申し上げてわかりません。

この間の政府の発表でも景気は底を打ったという表現がある一方、ま

だわからないみたいな言い方かあったり、一部の中小企業はかなり厳

しい状況だということもありまして、正直申し上げて勧告はわからな

いです。ただ１つ言えるのは、今年の６月期に、私ども一般職員もそ

うですけれども、区長、副区長、あとは区議会議員についても期末手

当、ボーナスの臨時的削減をしたというのは間違いない事実としてあ

るということでございます。 

 あともう一つ、指標として、代表的な指標は何がいいかということ

で、一応消費者物価指数と名目賃金を出させていただきました。消費

者物価は黄色のラインで、こういうトレンドでございまして、バブル

がはじけてかなり物価が下がりつつあったんですが、これを見ますと、

実は平成１９年、２０年は消費者物価は若干でございますが上がって

ございます。当然、消費者物価が上がるということは、給料が変わら

なければ可処分所得が減る。 

 この消費者物価でございますが、いかんせん、これは０８年、昨年

の資料なのでわからないんでございますけれども、ちなみに速報値で

ございますが、今、私のほうの手元にある東京都の区部の消費者物価

指数は、今年の１月が０.５％の上昇、２月も０.５％の上昇、３月も

０.２％の上昇。４月は０.１％のマイナス、５月は０.８％のマイナス

という数字が出てございます。ですので、これは年度、年が終わらな

いと現実問題の物価がどうなるのかというのはちょっとわからない。

上がるのか下がるのか、最近、原油価格も１バレル６０ドルを超した

という報道もありますので若干わからないという状況です。 

 あと、最後の一番下、ブルーのラインが名目賃金でございます。賃

金については、２００３年を底にして、名目賃金は上がってございま

す。こういう形です。この賃金についてはずっと上がっていたんです

けれども、前回の報酬審では人事委員会の勧告の率ということで１％

相当引き下げているんですが、民間の賃金は上がってございます。こ

れも昨年のサブプライムローン以降の状況で、今、指数的には１１３.

２という形になっているんですが、これも速報値の統計数字を見まし
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武藤会長 

 

 

 

 

 

 

たら、これも私の手元にある数字でまだ若干動く可能性があると思う

んですけれども、従業員規模３０人以上の会社で、今年の１月が前年

同月比でマイナス３.８、２月が同じく従業員規模３０人以上でマイナ

ス６.０、今年の３月が前年同月比でマイナス５.６ということで、今

年に入ってから名目賃金は３カ月連続で下がっている、これは我々の

感覚からいってもそうなのかと思いますけれども、という状況でござ

います。 

 ということで、前回、前々回もそうなんですが、基本的には前の年

の指数をベースに人事委員会勧告をとるのか、物価をとるのかという

形で給与の額についてご意見をちょうだいして決定してきたという形

でございます。 

 資料１と２はそういう形になってございます。 

 続きまして、資料３まで。資料３については３枚入っていると思い

ますが、２枚目と３枚目については、参考ということで後ほどご覧い

ただきたいと思います。１枚目の資料をご覧ください。 

 区長の活動状況がどうなっているのかということで、資料３という

形でつくらせていただきました。一番左側の表の「カレンダー」と書

いてある、これは平成２０年度、２０年の４月から３月までの１年間

で、区長の日程表、スケジュール表がありまして、スケジュール表か

ら整理をさせていただいたものです。当然、１年間、３６５日あるわ

けですが、そのうち、カレンダー上は平日が２４３日、休日、これは

土曜、日曜、祝日が１２２日ということで、普通であればこの１２２

日は休まなきゃいけないというんでしょうか、休むべき日なんですけ

れども、現実問題、私ども職員も土曜出勤、休日出勤がありますので

全部は休んでいないわけですけれども、区長を見ますと、この真ん中

の活動欄でございます。 

 平日の活動が下から３行目でございますが、２４３日中２３４日は

活動。土日についても１２２日、本来的には土曜、日曜、祝日がある

わけですが、８８日は何らかの行事で出ている。ということは、一番

最後の休みの日ですけれども、下から３行目、平日の休みが区長は９

日間。これを見ますと、８月に６日休んでいますので、多分夏休みを

取られたんだろうと思いますが、１カ月全く休まない皆勤賞みたいな

ケースが何月もあるという状況でございます。 

 それから、土曜、日曜、祝日につきましては、休みが３４日、本来

的には１２２日あるんですけれども３４日ですから４分の１ぐらいが

休み。ひどいときは、例えば１０月は土日、祝日も休みゼロというこ

んな状況でございまして、一応参考までにつくらせていただきました。

 なお、土日、祝日等の行事については１日でも出れば、１回でも出

れば１日というカウントをさせていただきますので、現実問題は１日

１件のこともあれば、それこそ６件、７件、８件というはしご状態に

なっていることもございます。その辺の活動状況は、次の２ページ目、

３ページ目の資料になってございますので、後ほどご参照いただけれ

ばと存じます。 

 ということで、とりあえず１から３まで一括してご説明申し上げま

したのでよろしくお願いいたします。 

 

 どうもありがとうございました。それでは審議に入っていきたいと

思いますが、諮問事項の１つである額の定め方について、地域手当を

どうするかということによって考え方が変わってくるというか、額も

変わってきます。まずは、地域手当をどのように扱ったらよいかとい

うことについて議論をしていきたいと思います。いかがでしょうか。

地域手当についてのご意見、何かございますでしょうか。水野委員、

どうぞ。 
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水野委員 

 

 

武藤会長 

 

水野委員 

 

武藤会長 

 

 

岡本委員 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

武藤会長 

 

 

 

 

 

 

 

 地域手当は職員はいいと思うけど、トップとか特別職の関係者は、

むしろないほうがすっきりするんじゃないかと思うんです。 

 

 シンプルでわかりやすいということですね、すっきりするという。

 

 なくしちゃったほうがいい。 

 

 区民から見てわかりやすいということですね。なくしたほうがいい

というご意見ですね。ほかにいかがでしょうか。 

 

 またその理屈を何かつけなきゃいけないんだろうと。シンプルとい

うのは非常にわかりやすいんですけれども、そもそも区長さんが一般

職と同じでいいかどうかという、そこが根っこの話だろうと思うんで

す。一般職の人は、まさに場所と時間を相当拘束されて、区長からい

ろいろ指揮命令を受ける立場にあるわけですね。ところが、区長はや

っぱり選挙で上がった、いわゆる特別職ですね。ですから、法律上は

同じ条文の中に何となく書かれていますけれども、私は性質は違うん

ではないかと、基本的にまず思います。 

 したがって、地域手当と今絡んで退職金の話、こちらも本当に特別

職の人に退職金が要るのかどうかという、そこもセットで議論しても

らったほうが、よりすっきりするかという気がいたします。 

 つまり選挙で選ばれた区長さんは、極端に言えば、私はよくわかり

ませんが、都知事はおそらく毎日出勤していないだろうと思いますけ

れども、よく新聞か何かで見たので。だから、人によって非常に差が

あるわけですね。マニフェストとか何かで私は半分でいいとか、３割

でいいと、全国にはこういう首長さんもいるわけですね。だから、そ

ういうことを考えると、果たして一般職の職員と給与とか退職金とか

手当がすべて同じでなければならないかという、そこのところを少し

押さえておいたほうが後々いろいろ説明がしやすいかという気がちょ

っとします。 

 ただ、時間的に今年は間に合わないよというのであれば、それはま

た今後ということになるかもしれませんが、そういう問題提起という

か、そういう意識は私は持っておいたほうがいいと。これは議員の報

酬についても若干関連する話であります。 

 活動日数にしても、議員の場合はほとんど会期中は大原則で、閉会

中はほとんど公務じゃないと言われております。区長さんの場合はほ

とんど公務なのかどうかとか、そこら辺の切り分けも、同じ選挙で上

がった特別職として、解釈とか位置づけがねと。多分、この後、議員

の報酬の話に移ると思いますので、基本的に共通するのは選挙で上が

った特別職だと、そこは議員と共通すると思いますから、区長だけが

一般職と全く同じ扱いでいいというのは、ほとんどの自治体、全国そ

うやってきましたけれども、今後もそれでいいのかどうかというのは、

せっかくの機会ですから少し検討してみたほうがいいのかと、こんな

感じを持っております。 

 

 ありがとうございました。退職金のことについては、ちょっとまた、

一体で議論すべきかどうかというのは、今の当面の議論としては置い

ておきまして、申し訳ありませんが、とりあえずはこの地域手当につ

いてどうするかということに議論を絞っておきたいと思うんですが、

ほかにいかがでしょうか。 

 どうぞ。 
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藤原委員 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

武藤会長 

 

総務職員課長 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 私も地域手当はなくしてもいいなと思います。地域手当そのものの

定義というのをはっきりここの場で聞いたことがあるのかどうか、私

はちょっと記憶がないんでございますが、一応後でご説明いただくと

して、今お話が幾つか出ましたように、選挙で出た方とそうでない方

とは扱いが同じというのは、どう考えても日本の形式主義みたいなも

のにはめられている感じがちょっとするんです。 

 それで、後の期末手当もそうですけれども、先ほど区議会は独自の

ご判断で勤勉手当についてのパーセンテージが違うとおっしゃった。

その独自のご判断というのはどういうことだったのかというのがよく

わかりませんし、何かみんな都合のいいところへ右へ倣えしていくと

いう感じがしてならないのですが、別に悪意があって申しているわけ

じゃないんですけれども、ちょっとそこら辺のことをご説明いただき

たいと私は思います。 

 

 じゃ、すみません。 

 

 まず、地域手当については、今、前回の資料をお持ちじゃないでし

ょうか。第２回の報酬審の資料の中の資料１でございます。「地域手当

について」という表題のＡ４の縦判の資料を入れさせていただきまし

た。 

 平成１８年４月から国にまず実施されたわけですが、もともとは国

家公務員の給料、国の給料というのは一律でございますが、勤務地が

北は北海道から南は九州、沖縄までという状況でございまして、従前

は民間の賃金が全国平均を上回るところだけに地域手当が乗っかって

いました。ということはどういうことかというと、下回る地域につい

ては国家公務員の給料のほうが高かったということです。ということ

で、まず全国水準、俸給表を全国の官民格差の最も大きいところ、逆

に言うと一番賃金の安い地域に合わせまして、その段階で４.８％ほど

俸給表を引き下げました。それで給料の高いところは一番下をベース

として３％、６％、１０％、１２％、１５％、１８％と６段階に加算

をしましょうという仕組みに変えました。国は平成１８年の４月でご

ざいます。 

 それで、１級地、１８％の地域というのは東京の特別区の区域だけ

でございます。ちょっと私もうろ覚えで申し訳ございませんが、たし

か千葉市等は千葉でも３級地と記憶してございます。ということで、

東京と千葉とどれだけ物価が違うのかという議論もあるかもしれませ

んが、ということでこの取り扱いが出されました。 

 それで、特別区の職員についてもこの地域手当なる制度が導入され

まして、当初、特別区は１２％でございましたので、本給を引き下げ

て、逆に地域手当を引き下げるという経過措置を今されてございまし

て、今年の１月１日から１６％でございます。来年か再来年になるか、

ちょっとわかりませんけれども、いずれ人事委員会の勧告の中で給料

表を引き下げて地域手当を１８％にするということで、これが地域手

当の本質論でございます。 

 前回もご議論がありましたが、議員にはないわけでございますが、

そもそも区長に地域手当がついていること自体が、区長は全国で同じ

給料で、地域によって加算をするという仕組みになってございません

ので、ここについては職員に準拠ということで残ってきたということ

だと思います。 

 ３年前の報酬審の段階では、１８年の４月ですので、実はこの地域

手当制度というのはまだ特別区には導入されてございませんで、従前

は調整手当と言っていました。１２％の調整手当。ですから、１２％

でも安い時期もあったんですが、特別区は高いので１２％だけ乗っけ
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武藤会長 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

番委員 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

藤原委員 

 

 

 

 

 

 

 

武藤会長 

ますと。 

 これも仄聞するところで正式に人事委員会等々から回答があるわけ

じゃございませんが、推測するに、今、全国の賃金、公務員の給与に

ついては、いわゆるラスパイレス指数ということで、ラス指数が１０

０を超えると給料が高いんじゃないかということで国から指導が入っ

たりすることもあるわけでございますが、そういうことも含めて、給

料本体を上げてしまいますと、当然ラスパイレス指数は上がってしま

います。ということで、地域手当という手当をつくって、全国統一の

基準で比較ができるような形にしたというのが実態と考えておりま

す。 

 

 要するに、沖縄の平均給料は東京の半分くらいしかないわけですけ

れども、そこで働いている国家公務員の場合には地域の物価などから

考えて、今の基本給でいくと調整手当がない状態でも高過ぎるという

状況から、それを引き下げて、ベース、全体を下げて高いところの部

分の上乗せの量を拡大したという発想なんですね。 

 ですから、基本的に千代田区内で働くということを考えますと、地

域手当というのは変な制度ということなんですね。だから、地域手当

を加えた上で給与全体を考えていくという発想であればいいんです

が、基本的なところがあって上乗せ部分があってという、基本的なと

ころだけで比較をしていくようなことになると、やっぱり地域手当を

つけておかないと、あなたのところ、高過ぎるという話になってしま

うんですね。 

 ただ、千代田区長というのは日本全国１人だけですし、ただ人口３

万、４万、５万人規模の首長さんというのは日本全国にいますが、そ

れは千代田区の区長と比較すべきものかどうかというのは、基本的な

ところでまた議論しなくちゃいけないですが、そういう点からいくと

地域手当というのは、日本全国、賃金水準がいろいろ違うところで働

く国家公務員の賃金の考え方であると言っていいと思うんですけど

ね。 

 どうぞ。 

 

 ２３区の区長さんたちの給与と、それから東京の市部の市長さんた

ちの給与の差というのは、資料で出していただいて歴然としています

ね。市部の市長さんたちには地域手当などはないですよね。例えば、

２３区だから、特別区だから、そこにほとんど、市長さんと同じだけ

れども地域手当をつけてあげるという話であればまだわかりますが、

そういう発想も全くなくて、そうであれば、やはり２３区、特別だか

らということであれば、もとを高くして、あと退職金や何かの調整と

いう話ならわかるんですが、やはり地域手当というのは、今皆さんが

おっしゃったように、全く理由づけがないと思いますので、これは廃

止して、理論的に裏づけにならないような手当というのは、そこで調

整するというのはよろしくないのではないかと私は思います。 

 

 ちょっとよろしいですか。今おっしゃった国家公務員に準ずるとい

うことで、いろいろなところで起こってきていると思うんですね。今、

地方分権ということが盛んに言われていますけれども、あれはああい

う財政上の問題だけじゃなくて、考え方の地方分権というのは必要だ

と思うんです。何でも国家公務員に右へ倣えすればいいというもんじ

ゃないということを、やはり地方から打ち出していっていただく、そ

の意味での一石を投ずることになるかと私も思います。 

 

 氏家委員、どうぞ。 
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武藤会長 

 

堀田委員 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

武藤会長 

 

安部委員 

 

 

 

 

 

武藤会長 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 私も一緒ですけれども、国家公務員の方の場合はその地域の異動が

あったとしたときに、各地域の民間企業の水準に自分たちの給料が合

わせるとなったときに、ベースの自分の資格ですとか、能力に応じた

給与の体系の部分と、あと地域が違うことによって調節されている部

分と明確に分けないと、自分の資格とか能力とかというのがよく見え

なくなってしまうというのがあるので、国家公務員の方がこういう給

与体系にしているのは意味があるとは思うんですけれども、逆に言う

と、区長さんの場合、そういう意味合いがありませんので、先ほど水

野委員がおっしゃったこともありますけれども、シンプルに、体系と

してはもうちょっとわかりやすい体系にすべきじゃないかと。 

 民間ですとか、消費者物価指数とかというものの反映は、月棒なら

月棒でもいいんですけれども、そこで１本で反映してしまえばいいだ

けの話ですので、地域手当という１つの手当というのは別に設ける必

要はないんじゃないかと思います。 

 

 ご意見のない方で、どうぞ。堀田委員。 

 

 私もシンプルにしていく、それと国の制度と千代田区の制度が同じ

土俵でなければいけないという、やはり国が常にスタンダードになる

という考え方も、もうそろそろ変えていかなきゃいけないんじゃない

かと。ただし、その場合にきちっとした論理の組み立てが必要だろう

と思うんです。その辺のところを十分に議論する必要があると思うん

ですが、地域手当は基本的に廃止すべきだと思います。 

 それから、岡本委員の言われた退職金、つまりグロスで考えるとい

う考え方ですね。そういう思想が基本にないから、細かいところでい

ろいろな手当だとか退職金だとか、支給月数を変えるとかいう問題に

なってくるんだろうと思うんです。その辺のところをもうちょっと大

きな視点で見る必要があると思います。 

 

 安部委員はいかがでしょうか。 

 

 地方によって物価指数が違いますので、特に千代田区は特別区で普

通の市町村より物価指数が高いということで、いろいろ考え方があり

ますけれども、特別手当とかそういうもの、余分なものはいいけれど

も、トータルで数字を出したほうがすっきりしていいと思いますけど

ね。 

 

 わかりました。皆さんのご意見は、地域手当はわかりづらいという

ことであるし、国家公務員の本来の制度であるということから、地域

手当は廃止していいのではないかというご意見だと思います。 

 それからもう１点加えるとするならば、議員報酬が地域手当がつい

ていないということですので、議員の報酬との考え方が同一になると

いうことも、わかりやすいという意味でのメリットになるのではない

かと思います。 

 それでは、この委員会としては、まず地域手当は廃止するというこ

とで進めたいと思うんですが、先ほど説明がありましたように、地域

手当を廃止すると総額が上がってしまう、退職金のところで増えてし

まう。そこでご提案は退職金を引き下げるということなんですが、も

う一つ、退職金はそもそも必要なのかどうかというご意見が岡本委員

からいただきました。これについては、どういうふうに考えるかとい

うことがあると思うんですが、いかがでしょうか。どなたかご意見ご

ざいますでしょうか。 
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水野委員 

 

武藤会長 

 

 

 

 

水野委員 

 

 

 

 

 

武藤会長 

 

水野委員 

 

 

武藤会長 

 

水野委員 

 

武藤会長 

 

 

 

 

 

 

 退職金の必要性ですか。 

 

 はい、退職金について。 

 

 これは、私らは考え方が古いのか何か知らんけど、やっぱり退職金

というのは普通、今まで当たり前になってきているんですね。ですか

ら、これは民間企業にあってもしかり、要するに２０年、３０年お勤

めになった方が最終、いわゆる対価としていただくものだと。そして、

老後の準備にと、こういう発想だと思うんですね。 

 ですから、区長の場合は短期で、４年１回ずつ変わっていきますの

で、４年間で退職金を出すのはいかがかという議論はあるんです。あ

るんですけれども、とにかく４年で任期が来ちゃうものですから、そ

こでまた区民洗礼を受ける、そういう形ですから、これは何か昔から、

簡単に、これは俗な話ですが、退職金をもらって選挙やるんだよみた

いな話なんですよ。ですから、これはあまり俗な話ですからあれにし

ないでいただいて、とにかくほんとは３期おやりになるなら１２年間

で、トータルで、そこで退職金というのは本来だと私は思うんです。

しかし、選挙をやって落っこっちゃうとどうにもならんということで、

毎回４年でもらっているわけですね。 

 ですから、一般の勤め人から比べると、何か首長というのは特殊だ

という感じはあるんでしょうね。 

 

 議員さんの場合はありませんね。 

 

 議員はありません。 

 

 そこが岡本委員がおっしゃられた政治職としての、地域手当を廃止

するということについては、議員に同一になるということがあるんで

すけれども、同じ選挙で選ばれるポスト、役職として、議員はないの

に区長があるのはどうかというご意見だと思うんですね。 

 

 そのかわり、これは議員の場合には、積み立てで年金のような形の

ものが存在するわけです。自分の給料、報酬の中から１割ぐらい出す。

それから、いわゆる雇用主と言っちゃ変ですが、役所のほうも何％か

出す、それで積み立てて、それがいわゆる共助の退職金で。ただ、区

長の場合はそれはありません。 

 

 区長はその年金がないわけですね。 

 

 ないです。ありませんので、ですから４年やったら２０カ月分とか

という形で退職金をもらうということなんですね。 

 

 合理的ではないかということですね。 

 

 そうです。 

 

 ほかに、どなたか退職金についてはいかがでしょうか。 

 私も大学の年金の委員会とか、退職金の委員会とかやったことがあ

るんですが、基本的には退職金というのは給与の後払いという考え方

が一般的に強くて、ですから、もしも退職金をなくすんだったら給与

の後払い分を前に入れておかなくちゃいけない。そして個人年金とか、

そういうものに個人が掛けていくという仕組みになっていかないとい
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けない。 

 こういうことで考えていきますと、年金が議員さんにはあるという

ことから考えると、年金が厳しい状況に陥っているというのは聞いた

ことがありますけれども、それは制度の問題として考えますと、首長

さんには、将来の給与の後払いとしての将来蓄積分というのは必要な

んではないかと。特に、今度、千葉市の市長は３１歳とか、あの人が

やると退職金がないと年金を自分の給与の中から独自に積み立ててい

かないといけないということになりますので、日本の年金文化の話か

らいうと、給与の後払いとしての退職金ないしは年金という考え方は、

今ここですぱっと切ってしまっていいのかどうかは、私としてはちょ

っと不安なところがあります。 

 はい。 

 

 私は自分で稼いで何ぼの仕事なので、あまりそういうことは考えら

れないんですけれども、やはり給与の後払いというのは一般の、それ

こそ会社員とか、そういう会社に勤めている方、あるいは公務員の方

はわかるんだけれども、やはり首長さんたち、選挙で選ばれてきた方

というのは、そこまで同じように考えていいのかとはちょっと思いま

す。 

 やはりある意味では、そういう生活保障的なレベルをあまり強く打

ち出す必要はないのかと思うので、全くないというのはおかしい、お

そらく性格的には給与の後払いじゃなくて、お疲れさま、ご苦労さま

の報酬かなと、私はそっちだと思うんですね。そうだとしたら、こう

いう何カ月という定め方じゃなくてもいいと思うし、こんなに額が多

くなくてもいいと思うし、あるいはもうちょっと給料そのものを多く

するとかとか、そういう形で考え方をちょっと変えてもいいかなとは

思うんです。 

 あまり給与の後払いという発想はなくて、もし年金とかおっしゃる

んだったら、もっと安定した仕事を選べばいいんであって、職業選択

の自由ですから。ですから、やっぱりそれは権威を持ったり、地位を

持ったり、別の要素がたくさんあるわけで、そういうことを考えると、

違う発想でもいいのかと思います。 

 ちなみに、私たちは全く退職金はありませんし、自分で積み立てて

病気になったときの保証も全部保険でやっているという私としてはそ

のように思います。 

 

 ちょっといいですか。 

 

 どうぞ。 

 

 私も今伺っていて思ったんですけど、昔のように、初任給が非常に

安くて、トップの給与が高くて何十倍も差があった時代には、そして

しかも年功序列、終身雇用ということがあった時代には、今のような

給与の後払いというのはすんなりとわかると思うんですけれども、今

みたいに割合に専門職の人が若くて高給で仕事につけるということが

だんだん増えてきた、全部とは言いません。今の３１歳の市長さんの

ような例もありますので、そういうふうに流動化しているときには、

やはり過去のそういう発想というのはある程度修正していかないと、

ひどく時代遅れのものになると、私はそう思います。 

 ですから、いきなり変えるということはかなりドラスチックなこと

なんですけれども、徐々にそういう方向に改革をしていくという基本

的な考え方は、私は必要なんじゃないかと思っているんです。 

 今見ていると、例えばジャーナリズムの世界なんかでも、長いこと
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忠実に６０歳まで勤めていた人と、それから２０代で華々しくデビュ

ーした人と、給与の格差は相当あるわけですから、ああいう現実を見

ておりますと、給料の後払いという昔の平穏な終身雇用が定着してい

た時代の考え方は揺さぶられているという感じがするので、私はちょ

っとこの点については若干の修正が必要ではないかと思っています。

 

 ありがとうございました。どうぞ。 

 

 私も区長、首長さんは、期限を決めた請負業と位置づけるべきだと。

それが多選になるのはけしからんという議論まであるぐらいですか

ら、一生やるような仕事じゃないんだ、目標をきちっと定めて、それ

をスローガンにして、皆さんから、あなた請け負ってくださいと信任

を受けた期間限定の請負業。だから、その期間、ちゃんとした報酬を

受け取れればそれで十分だと。最後はご苦労さん賃を、それはそれで

あってもいいかもしれません。場合によっては、不正によって籍を去

らなきゃならない人は、そういうのはもらえないよというペナルティ

ーつきのようなものが多少あってもいいけれども、生活保障的な退職

金制度というのはなじまないと思います。 

 ただ、議員さんの場合には一生議員でいる人はかなり多いので、死

ぬまでやめないという人は相当いますから、これも問題なしとは言え

ないかもしれないですが、これはそれこそ自由ですから、なかなか厳

しい問題があると思いますが、少なくとも首長さんの場合は、どこの

自治体でも１人しかいない、議員さんは複数いますから、そういう意

味でちょっと位置づけが違うと思うんですね。それを同じ特別職だか

らと同列に並べるわけにはいかないと思います。 

 

 首長の退職金というのは、もう少し議論をして区民の合意のような

ものをつくっていく必要があるかと思いますので、継続の問題として

扱わせていただいて、具体的に地域手当を廃止することによって給与

本体が上がっていくことになります。そこで、退職金も含めて上がっ

ていってしまう、年収ベースで、４年間での全体の報酬も上がってい

ってしまうということになりますので、ちょっとそこをどう引き下げ

るべきか、現状の水準にするかということで、額そのものをどう考え

るかということで、資料２でご説明いただきましたけれども、現在の

この図で見ますと、平成元年の水準を１００とした場合、区長の給与

水準が一番トップに上がっているということは、このグラフでわかる

と思うんです。 

 本来、区長は年功的な仕事ではないということになれば、生活給と

いう考え方でないとしても、物価水準に合わせるのが合理的だと。こ

うなると、１０９程度のところが１２０になっているということは、

相当水準が高い。ただ、それは人事委員会勧告に合わせてきているの

で、人事委員会勧告は一般職の給与水準ですので、人事委員会の勧告

はそうした物価上昇率とか年功とか、仕事の難しさとか、そういうこ

とも含めて考えてきているので、それに合わせたということですが、

それでもまだ高くなっているということもあります。 

 まずは、地域手当廃止に伴って給与総額は現状維持だとした場合に

は、どのくらい、どこをどう引き下げるのかという考え方として、資

料１の下のところで出てきました、まずこちらですね。そして、次の

ところがこの金額でいいのかどうかという問題だと思います。下の図

でいいますと、上のところに１２９万４,０００円というのが地域手当

廃止後の金額となって、そして期末手当が３.８で増えていって、そこ

は据え置きですが、退職手当のところで２８０万くらいが増えてしま

うということですね。期末手当のところ、そこはちょっと増えるわけ
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ですね。地域手当はなくなる、給与本体は上がって、期末手当も少し

上がりますが、退職手当のところで大分増える。それを引き下げる、

現状の水準にするためには退職手当のところを５.５カ月を４.７に下

げれば、ほぼ現行の。 

 

 現行、職員の例に倣った形、期末手当、地域手当を引き上げたと仮

定した場合と同じ形になります。 

 

 はい。 

 

 この地域手当をやめるということで、給料をそれに乗せて上げると

いう発想、これは給料がものすごく少なきゃ別ですけど、現行の報酬、

給料で片方あれするから、まして千代田区長の場合には地域手当を半

減しているんですね。ですから、そうご自身は地域手当を大して重く

考えてないんじゃないかという推察もあるんです。 

 ですから、地域手当をやめたから、それを本給のほうでその分を上

乗せしてあげて、それで期末手当のほうも調整、退職金手当のほうも

増えちゃいけないから調整、そんな面倒くさいことはやらないで、と

にかくすっきりというのはどうですか。ちょっと厳し過ぎますかね。

 

 そうすると、実質的に引き下げという方針だということになります

ね。 

 

 そうです。とにかく、いわゆる行政ナンバーワンの区なんだから、

行政区なんだから、１回そういう姿勢を見せるという必要があるんじ

ゃないかという気もするんだけれども、どうでしょう。ちょっと過激

過ぎかな。 

 

 どうですか。 

 

 この図でいくと、廃止したことにならないんですね、潜らせただけ

ですから。だからあんまり意味がないと思いますね。つまり、先ほど

の皆さんの意見がほとんど反映しないと受け取られるんじゃないでし

ょうか。 

 

 上手に潜らせたというか、カムフラージュされたという感じはしま

すね。私、こういう計算を眺めていると、いつも頭のいい人たちがや

っているなと感心するんですけどね。数字の操作というのはまさに間

違いなくて、きちっとリーズナブルなあれでやっていらっしゃるんだ

けど、結果としては「大山鳴動ネズミ１匹」みたいになるなというの

が、私の率直な印象なんです。おっしゃるように、うまくすり込んで

しまっているという感じはちょっと否めないですね。 

 

 では、資料の２のほうをもう一度出していただけますか。 

 

 あと、すみません、単純な質問で。区長はこの千代田区にお住まい

ですかね、今は。 

 

 はい。四番町です。 

 

 最初は違っていたよね、以前はね。 

 

 いや、就任当初から区内です。 
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 職員は千代田区以外の人がほとんどですよね。 

 

 今、区内居住は１０％ほどです。１００人。ほとんどが職員住宅、

もしくは職務住宅ですね。 

 

 だけど、調整手当というのは一応勤務地でカウントすることになっ

ているんだよね。 

 

 そうです。 

 

 住んでいるところじゃなくて。 

 

 それは国も、現に北海道に住んでいて東京に出てくるというケース

はないと思いますが、東京であれば、例えば千葉、埼玉、神奈川あた

りから通勤される方はかなりの人数がいるんじゃないかと思います。

 

 そうすると、生活費の９割は地元でということですか。通勤手当は

もちろん出るということですよね。そうすると、かなり矛盾があると

いう。 

 

 見やすいほうで。確認でした。 

 

 はい。あのグラフを見ながら、一番上の赤い線が区長の給与水準と

いうことなんですが、ここを引き下げるべきだという、この水準は高

過ぎるというふうに考えるか、人事委員勧告から見て横ばいだから、

このまま横ばいでいいのか、そこがあって、もしも地域手当をなくす

ということについて、地域手当というのは複雑な仕組みですので、で

も、実質的に今、区長がもらっている給与は１２％について、ただ２

分の１に下げていますけれども、この水準と考えていいわけですね。

実際に引き下げるのは区長の政治的な配慮というふうに考えていく

と、制度としてどうあるべきかというのを考えるのがここの義務です

ので、ほかの金額が高いと考えるか、低いと考えるか、現状を維持す

べきか、そこから考えていくと、地域手当という考え方そのものは意

味がないから取ってしまうけれども、下げるといったら、下げるべき

分が地域手当を削った分だったらなるほどということになるんです

が、そうなると、例えば地域手当を取ってしまうとどのくらい下がり

ますか。 

 

 １２％引き下がります。 

 

 １２％。ということは、一気に。 

 

 先ほど申し上げた、今現在１３万９,８００円、これが地域手当です

ので、だから、この１２％相当が引き下げ。 

 

 そうか。１１６万円の１２％。 

 

 現在、区長の給料月額というのは１１６万５,０００円です。これに

１３万９,８００円が乗っかっていますので、ここの乗っかった部分が

こっちに反映しているんです。期末手当の一部に反映しているという

仕組みになっているので、だから、おおむね１割程度落ちるとお考え

いただければ。ですから、今、年収ベースで２,２７１万４,０００円
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ですけれども、おそらく１０％ですので、約２,０００万。 

 

 実際１２％は、半分。 

 

 それは、あくまでも条例本則はこの数字になっています。 

 

 実額は。 

 

 特例条例を設けて、地域手当１２％を半分返上しています。６％に

しています。６％ですから、約６万ちょっと、７万弱返上していまし

て、ですから、年間で６０万から７０万ぐらい、みずから削減してい

るという形になっています。 

 

 すいません、いいですか。 

 

 はい、どうぞ。 

 

 ちょっと議論がごっちゃになっているというか、資料１、資料２が

一緒になっているような気がしているんですけれども、まず、地域手

当を今回廃止しますといったときに、今のこのゼロ地点で給与体系を

どうするかというのをまず資料１の部分だけで話をして、その後、今

の関係を受けた資料２の部分を反映した今後の給与というのを、また

ゼロ地点を決めた後にやるべきじゃないかというふうに思います。 

 今の私の考えとしては、給与と地域手当とあった部分の地域手当を

廃止したということであれば、一旦ベースは乗せて、総報酬を一旦ゼ

ロ地点としてはほぼ同じような形にしておくべきじゃないかなとい

うふうに思うんです。 

 あと、今の足元の関係を受けて今後どう変えるかというのは、資料

２の状況を受けて、ゼロ地点を決めた後にやるというふうな段階でや

ったほうがいいと思います。 

 

 そのつもりなんですが、要するに、皆さんは上乗せは地域手当を外

した場合、それを給与に含めるのはよくないというご意見だったので。

 

 そうですね。私は逆に言うと、とりあえず一旦含めて、その細かい

どこのパラメータを動かすかというのは議論だと思いますけれども、

ベース乗せるべきなんではないかなという意見ではあります。 

 

 そこが決着つけば、では、資料２の段階でどの水準に設置しますか

ということなんですが、外してしまうと、皆さんはそれを組み込まな

いとおっしゃっているので、一気にこのまま１２％下がりますよとい

う、実質１２％引き下げという答申になりますよということを申し上

げようと思ったんです。それはちょっと大きい引き下げではないかと

いうことですね。 

 

 表向きは１２だけど、現実は６なんでしょう。 

 

 はい。それは、名古屋の市長なんかも、政治的なスタンスとして引

き下げる分は政治家個人の話ですが、ここの制度の審議会ですから、

制度としてどうあるべきかを考えていくときは、個人的に引き下げる

という、それは議会の承認があるということですので、それはそれで

政治家としての問題で、制度としては。 
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 １２で考えると。 

 

 ええ。 

 

 わかりました。 

 

 そういうことであります。ですから、地域手当を組み込むというこ

とで氏家委員がおっしゃられたところから議論を出発していかない

と、実質引き下げという答申が出てしまうということなんです。そう

でなくて、一応組み込んだ後、トータルで考えた後、じゃ、その水準

をどう考えるかという資料２のほうに行ったほうがいいのではないか

と思うんですが、いかがでしょうか。 

 先ほどのご意見の中では、地域手当廃止にならないというご意見が

あったんですが、確かに地域手当の考え方というのを廃止して分かり

やすくするということですね。ただ、給与を実質引き下げるかどうか

は次の段階の議論になるということなんだと思うんですが、岡本委員、

いかがでしょうか。 

 

 まあ、そういうことでしょう。ですから、ここのシミュレーション

資料２も、地域手当を外した場合のどのレベルにくるかというのがあ

ると非常にわかりやすいと思います。 

 

 すいません、この資料２の赤線は、地域手当は入っていません。 

 

 ないですか。 

 

 はい。 

 

 じゃ、入れた場合はもっと上に上がるわけですよね。組み込むと。

 

 はい。１９８９年から地域手当、当時、調整手当ですが、ずっと１

２％でした。その部分、現実問題、給料月額にこの１２％乗っかった

部分が、職員も含めて、いわゆる実質給料月額というんでしょうか。

 

 だから、実質、今は入っているわけですよね、この１２％は。 

 

 ８９年の段階で入っていたんだから。 

 

 １２％入っています。この指数そのものは入れていない、給料月額

だけで指数化しています。 

 

 ただ、入れたとしても全部１２％がついていくんだから、全部１２％

に引き下げるのと同じですよね。 

 

 そうです。同じです。 

 

 そうであれば、先ほどの１２％、制度の問題では１２％と考えまし

ょうというのはわかるんですが、現実に今支給されている６％を戻す

というような考え方も１つあるのかなと思うんです。地域手当として

現実には６％分が支給されていますよね。それを本給分に戻してこう

いうことにしましょうと。そうすると現実的な引き下げがかなり抑え

られるのかなというのと、あと、私よくわからないんですが、千代田

区の財政としては非常に余裕があって、あまりそういうところの意味



- 17 - 

 

 

 

 

総務職員課長 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

水野委員 

 

 

 

 

 

 

 

総務職員課長 

 

水野委員 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

武藤会長 

 

 

 

 

で厳しい状況だからという理由づけがつかないのかどうか、そこら辺

をお聞きしたい。余裕があるのに区長のお給料ばかり引き下げるとい

うのは、とても申し訳ないのかなというふうには思いますけど。 

 

 自治体の財政の余裕度みたいな議論というのはすごく厳しくて、な

かなか申し上げづらいんですが、我々の給料もそうですけれども、一

般的に１つ言われているのは情勢適用の原則ということで、民間企業

と違って財政状況がいいから、では、給料を２倍３倍もらってもいい

のかといったらそうではなくて、やはり民間の、今、人事委員会で調

べていますけれども、給与の実態を調べて、民間との水準の均衡を失

しないように情勢適用していきましょうということです。 

 一番最初の資料にも２３区の比較表を出していただきましたが、地

域手当を入れる入れないを含めて、地域手当を給料の本体と仮定して

トータルで計算しますと、大体２３区の区長さんの給料水準というの

は１２０何万円というレベルで収束しているというのが実態問題で

す。 

 あと、千代田区の財政状況ですが、これは千代田区自身がかなり職

員数の削減をしたり、内部努力と申しましょうか、行政改革努力をし

ているという事実も１つございますが、年間予算４００億のうち、特

別区民税と地方消費税だけで２３０から２４０億程度ありまして、今、

民間では税収が減っているという状況ですが、２１年度の当初予算で

は、千代田区は増収見込みです。ご案内のとおり、住民税は前年所得

に対して課税されますので、前年所得は区民の皆さんの所得が伸びて

いるということで、今、増収を見込んでおります。ですので、愛知県

の豊田市さんみたいに法人税収が９割落ちたとかいう状況ではござい

ません。 

 

 これ、私が考えて、２３区の序列でいつも上位なんですよね。昔、

私らのときには一番下位だったんです。だから、低いから少し上げて

もらったらどうだという話が雑談であるぐらい。ところが最近は、こ

の前の前の報酬審でボンと上げちゃったんですよ。そこでトップクラ

スに飛び込んじゃった。ですから、この前のときに、とにかくちょっ

と高いんじゃないかという皆さんのお考えで、もうちょっと下げよう

という話。 

 

 で、１％下がったんですね。 

 

 それで、本当はもっと下げたかったんだけど、あんまり極端に、激

変緩和とまでいきませんけれども、１％で会長おさめたんですけど、

空気としては２％、その前上げ過ぎているんで２％ぐらい下げようと

いう空気だと私は思うんです。 

 ですから、これはとにかく、２３区で人口もそう多くない、いわゆ

る標準の行政区というのが普通あるんですけれども、地域面積にして

大体３８とか４０と。人口は３５万とか、そういうのから比べると、

千代田区は全くミニミニになっちゃうわけです。だからそういうとこ

ろから考えると、あまり上のほうにランクされるのは、ちょっと区民

の感情が許されないんじゃないかというふうな気がするんです。 

 

 おっしゃるとおりで、今度の調整後の１２９万４,０００円という金

額にするとトップに躍り出まして、中野区は地域手当を廃止して１２

５万４,０００円になってトップに出ているんですが、千代田区はそれ

を超えてしまうということになります。これは、１回目の資料を見て

いるんですが、そういう点から考えて。 
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 だから、Ｎ区のやり方をあえて踏襲しないで、要するに、ここで千

代田らしさ、Ｎ区じゃなくて千代田区の例はこうだと、２３区の報酬

審議会で「ははぁ」と言われるような答申が出ればなと。 

 

 まず、地域手当という考え方は廃止するんですが、その分を一応給

与と一体として考えるということはご承認いただけますか。 

 

 額はともかく。 

 

 額はともかくとして、その考え方を氏家委員のおっしゃられた部分

は組み込んだ上で水準として考えていく。そこを基準として考えると

いうことで、そこの後、今度は資料２のほうでどのくらい引き下げる

べきかという話になっていくというふうに思うんですが、これを資料

２の、私は人事委員会勧告に合わせるほうがいいのではないか。区民

が納得するというのは、どういう点で納得するかということを考えて

いったときに何に合わせるのか。私は、消費者物価指数に合わせるの

が一番いいんだろうと思うんです。世の中が変わらないと。 

 

 消費者物価指数には不動産は入っていませんでしょう。 

 

 はい、入っていません。 

 

 だから、そこら辺が紛らわしいあれなんですよ。千代田区の場合は、

不動産を持っている人はかなり巨額の資産をお持ちで税金も払ってい

らっしゃるんですけれども、何かそういう見えない要件というのが隠

されているというのを、私いつも消費者物価指数を見ると思うんです。

 もう一つ、先ほど説明なさいましたときに、東京都の名目賃金のと

ころで、中小企業はずっと今年に入って３カ月下がっていると。だか

ら、今の区民感情ということでいうと、非常に大企業が集中していて、

都心部の一部の居住者の方は非常に高給取りであると。それから、あ

る地区の人たちは中小零細企業で働いておられて、賃金が据え置き、

あるいは下がっていると、そういう非常にギャップの大きい住民が一

緒に狭いところに住んでいるということは考えておかなきゃいけない

と思うんです。 

 だから、Ｎ区なんかと違って、かなり格差の大きい地域だなと私は

いつも思っているものですから、そういうことを考えると、少しシビ

アな姿勢をこういう特別職の報酬の決断で出しておいたほうが納得さ

れるんじゃないかという。 

 

 それは引き下げたほうがいいということですね。 

 

 はい。 

 

 先ほどの民間準拠と、何の原則と言いましたっけ。 

 

 情勢適応。 

 

 情勢適応の原則ですね。これは、それから考えると東京都の名目賃

金に合わせるのがいいということにもなるんですが、それは大企業、

中小企業で数字が違ってきます。ただ、ここも下げるとなると、１１

３ですから７％ぐらい、指数で７ぐらい下げるというのは大きく下げ

過ぎるんではないかという気がするので、何に合わせるといったら、
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人事委員会勧告に合わせるのが合理的なのかなというふうに思うんで

すけれどもね。 

 

 何か数字的な説明要件が必要であるというなら、おっしゃるように

人事院勧告の線だなということを思いますけれども。 

 

人勧に合わせるという意味で言うと、人勧は変わっていないので現

状維持という答えになるのかなと思うんです。 

 

 普通、公務員の給与水準も民間がベースだと。例えば、従業員何人

でどのぐらいの規模の事業体とかあるでしょう。千代田区をそういう

ふうに考えると、非常に少ない業態ですよね。行政サービスやるのに、

２０万の首長さんと３万、４万の首長さんが同じなのかという議論は

ありますよね。つまり、票でもみんな１票でカウントしますから、交

付税なんかも、やっぱり人口要件というのは相当見ますからね、規模

を。だから、そういうことを考えると、１人当たりの区民がどのくら

いのコスト負担をしているか、区長に対して、あるいは議員に対して

というような説明もある程度しておかないと、ここの部長は、隣のど

こかの市よりも３倍働いているよとか、質の高いサービスをやってい

るとか、そういうのがないと、もうちょっと説得力がないかなという

ような感じもしますので、そういう切り口も落としどころは別として、

ひとつ要素に入れておいたほうがいいかなという気はします。 

 

 私の立場で考えると、昼間区民が８０万でしたっけね。 

 

 ８５万。 

 

 ８５万ぐらいですね。昼間区民に対する行政サービスというものも

ありますし、防災の観点からは帰宅難民が少しでも減るようにという

千代田区独自の政策なんかもありますので、千代田区は確かに人口は

５万前後という小さな区であるけれども、都心をあずかるという意味

では、それなりの重要な施策を担っていると考えて、単に人口規模だ

けではなくて考えるべきだというふうに思うんですが、しかし、トッ

プに躍り出るのはどうかなという、区民として。 

 

 それは、千代田区の人がひいき目に言っている話なんですよ。現実

には、なかなかそういう昼間人口という発想が一般的にないんですよ

ね。私どもは昔から昼間人口１００万だと。夜間は５万だけど、だか

ら千代田は大変なんだ大変なんだと言うんですけど、昼間人口ね、ほ

かの人は、その昼間人口意識というのはつけないですよね。ただ、最

近、防災の観点で、要するに、もし真っ昼間に何かあったら半分以上

は帰れないぞみたいな話が出てくると、何か信憑性が出てきたような

話なんですよね。 

 

 そこまで難しく言わなくても、例えば外堀公園という法政大学の前

の千代田区の管理している公園なんですけど、花見のころは、あそこ

で区民が花見を楽しむということよりも、昼間区民がですね、ごみも

毎日ものすごい山でした。 

 

 そうです、そうです。大変ですよ。 

 

 千代田区が、トイレもそうですし。 

 



- 20 - 

水野委員 

 

武藤会長 

 

 

水野委員 

 

岡本委員 

 

 

 

 

 

 

水野委員 

 

岡本委員 

 

 

 

 

武藤会長 

 

氏家委員 

 

 

 

総務職員課長 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

氏家委員 

 

 

 

 

総務職員課長 

 

氏家委員 

 

 

 区の土木が大変苦労しているわけですよ。 

 

 そういう意味でいくと、人口５万の小さな町や市とは違うというこ

とが言えると思うんです。 

 

 そうですね。 

 

 でも、それを言うと、人口１万もないところでも、年間の人口は５

００万を超えるところなんかはいっぱいありますし、私の田舎もそう

です、湯布院とか九重とか、それは同じ話なんですよね。だから町長

の給料が高いとかそんな話は通用しないですよね。 

 だから、防災のことを言うなら、やっぱり職員がもう少しここに住

み着かないと、いざというときに間に合いませんよ。 

 

 間に合わない。 

 

 多分、駆けつけるというんじゃね、はっきり言うと。だから、そう

いう方向、安い職員住宅を提供するとか、そうやって職員定住をやる

とか、これは全然直接の話じゃありませんけど、やっぱりそういうこ

ともやったほうがいいと思います。ちょっと余計な話ですけれどもね。

 

 どうでしょうか。 

 

 別の視点で質問が１つと、１つ意見めいたことですけれども、まず

１つ、人事委員会の勧告というのは何を基準に、どういう要素に基づ

いてやられているかというのが質問。 

 

 今現在は、従業員５０人以上の民間の事業所の給与を実態調査して

いまして、それとの格差です。当然、一般職員、あと、区であれば主

任、係長、課長、部長といますので、それごとの賃金のベースを調べ

てやっていると。特別区については特別区の人事委員会ということで

一体として調べています。あと、東京都は東京都の区域で調べている

というところで、国は人事院ですので全国ベースということでやって

おります。ですから、特別区の区域内、千代田区だけで調べているの

ではなくて、２３区、特別区のエリア総体としての民間の賃金水準を

調べていると。 

 ですから、例えば区の職員が、じゃ、その給与で千代田区内のマン

ションを借りられるかといったら、おそらく千代田区は５０平米ぐら

いでも賃貸マンションで２０万ぐらいします。ですから、多分我々の

給料では当然借りることは不可能だと思いますが、それは東京特別区

の中全体の家賃水準ということですので、水準が決まっているという

ことです。 

 

 わかりました。だから、例えば東京都の名目賃金というか、民間企

業は、例えば消費者物価指数をある程度反映した給与になっていると

すれば、そういうのも何となく織り込まれたのがきっと人事委員会勧

告になるのかなという感じです。 

 

 そうですね。 

 

 あと、意見としては、何を基準にされるかというのは別なんですけ

れども、仮に人事委員会勧告と並べて見ていったときに、このグラフ

だけを見たテクニカルな話ですけれども、ずっと人事委員会勧告のほ
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うが何となく上のほうに来ているところから、最近ずっと区長の給与

額のほうが上に来ていて、面積をある程度調整していくというような

ことを考えると、ちょっと下げないと追いつかないのかなという感じ

はするなという意見です。 

 

 なるほどね。微分して面積を出すという。 

 

 そこまで、詳細にはあれですけど。 

 

 積分ですね。 

 

 あともう一つは、この報酬審が仮に答申をしますよね。それは多分、

スタンスとしては尊重するということになると思うんですけれども、

上げるのは別ですけれども、逆に区長が政治的判断でもうちょっと下

げたいという場合には自分で条例を出せばいいし、議会が知らないと

いえば自分で専決処分をすればいいわけですから、その辺もちょっと

含んでいてもいいかと思います。つまり、特別職ですから、１人自分

だけの話ですから、下げたければ、我々が仮に出しても、政治的にち

ょっとと思えば自分で下げられる手段を持っているわけですよね。議

会にかけなくても、極端に言えば、自分のことだからといって専決処

分をすれば、それで条例を下げられるわけですから、というのも少し

あるんですよね。つまり、私が一般職と違うというのは、やっぱりそ

このところ。一般職の人は自分だけ勝手に下げられませんしね。 

 それから、私が知っている首長さんの中には、何十年間、おれ、給

料なんかもらったことないよという人います。でも、とらないと５,

０００円ぐらいになりますから、どこかにプールして、何か子供の育

英資金か何かをやっているところですけれどもね。つまり、収入がい

っぱいある、だから給料なんか要らないという人も多分中にはいるん

ですよ。だから、必ずしも職員と同じように給料を担保しなきゃこの

仕事は務まらないという話では全くない。たまたま今の人がそうだと

いうだけかもしれませんね。また別の区長さんがなれば、もしかした

ら、おれは要らないと言う人が出て、半分でもいいよと言う人がいる

かもしれません。だから、そういうのにもある程度対応できるような

基本的な考え方を出しておいたほうが将来的にはいいかなというのを

ちょっと思っています。ただ、今期の結論までには間に合わないかも

しれませんけれども、そういう今までの報酬審の延長線上の考え方プ

ラス、きちっと基本的なところを少し押さえておくということは、答

申の中でただの作文になるかもしれませんけれども、という感じがし

ますので、よろしくお願いしたいなと思っています。 

 

 では、具体的にどのように、今日ある程度の方向性を決めておきた

いと思っているのですが、今、岡本委員がおっしゃられた点というの

は考え方を明確にするということですが、そのことは、具体的に首長

は自ら引き下げることができるから考え方として水準は例えば今のま

までもいいとか、そういうことなんですか。 

 

 それは皆さんで合議で決める話なので、だから、退職手当のことも

相当近い距離で議論しておかないと、この中野方式みたいにいっちゃ

うと響くので、冒頭申し上げたんです。また切り離して、これはその

ままなのかという、今の議論の延長でいくと、そこのところは若干リ

ンクしますので。 

 

 そうですね。４年間の総所得というようなことで議論するか、それ
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とも、年間の話として年収ベースで考えるかということになりますけ

れども、当面は年収ベースで考えるということかなと思っているんで

すけれどもね。 

 

 だから、１年間これだけで区長の仕事を精一杯やっていただくとい

うのが一番わかりやすい考え方だと思うんです。そのために、我々区

民、私は直接住所がありませんが、これぐらいコストを負担しますと。

しかも喜んでというぐらいの額が一番いいでしょう。 

 

 ということは、年俸制にする。 

 

 基本的な考え方としてはね。わかりやすいと私は思っています。 

 

 それを１２で割って、期末手当も含んだ年俸１２分の１を毎月払う

ということですかね。 

 

 水野さんが言われたように、一番シンプルだというのはその方向だ

と私は思っています。議員報酬にしても、多分そのほうが一番わかり

やすいかなと。 

 もっと言うと、議員さんは余計非常勤だねというイメージが強いで

すね。何で期末手当が出るのというのはずっとあるんですよ。だから、

それをトータルとして何となく住民にわかりやすく説明するシステム

というのは、議員とか区長さんという職に対する対価というふうな考

え方のほうが、明確に一般職とは違うと、そこのところをきちっと押

さえていったほうが、おそらく答えがよりわかりやすいというふうに

思っています。 

 

 そうすると、期末も含めて１２分の１にしていくと、月額はどのく

らいになっていくんですか。計算されていますか。年収が２,２７１万

ということですから、これを１２で割ればいいので。 

 

 １２だと、１６０とか１７０万ぐらいの数字になりますけれどもね。

 

 １７０ぐらい。そうか、そうですね。 

 

 期末手当が約７００万ぐらいの金額ですので。 

 

 住民に一番わかりやすいのはそういうことですよね。 

 

 ２３区を並べたときに断トツの１位になりますけれども、それは考

え方が違うんだということで、新しい方向性を出すかどうか。 

 

 おそらく１番で全国に発信できるかもしれません。武藤委員会とし

て。 

 

 年俸制の。 

 

 年俸制って言われてから久しいんだけど、どうなんですかね、最近

あんまり進んでいないような気がするんだけど。 

 

 民間企業でもね。 

 ねえ、年俸制。もう言われ始めて１０年ぐらいになるんでしょう。

だけど、各企業で年俸制をとっている、うちの２番目のせがれなんか
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は年俸幾らもらっているんだと言うから、随分進んでいるのか、遅れ

ているのかわけわからないんだけど、どうなんですか、年俸制という

のは盛んに今、大学あたりで行われているんですか。 

 

 いやいや、大学の教員は年俸制じゃないです。 

 

 そうでしょうね。 

 

 一番最初のときに一番長々といろいろ言い過ぎたんですけれども、

今、行政委員会の報酬も逆に日額にしろなんて裁判が起きていますよ

ね。考え方として、やっぱりその対極にあるのは年俸なんですけれど

もね。私は町村にわりと近いというか、町村の仕事をしていますから、

町村の監査委員さん、しかも議員じゃなくて識見の約半分は年俸で支

給しています。だから、実態はなくはないです。 

 

 なるほど。首長さんが年俸制というところは、ほかにどこかありま

すか。まだないですか。 

 

 私の聞き及んでいる範囲内ではございませんね。 

 

 あんまり言うと、事務局が困ったななんていう顔していますけどね、

今の地方自治法の仕組みが、先ほどからご議論ありましたけれども、

まず、常勤の特別職については退職手当は出せますよと。議員さんが

出ていないのは、議員報酬と名前が変わりましたけれども、あくまで

も非常勤なんですね。非常勤というのは、報酬以外のいかなる手当も

出してはいけないというのが法律上の基本原則です。ただ、先ほど岡

本委員からもお話がありましたとおり、議員報酬についてだけは期末

手当があるんですね。 

 ですので、例えばさっきお話ししていた監査委員さん、選挙管理委

員さん等も報酬月額のみです。当然、期末手当も退職手当も、それは

法律上出してはいけないことになっているので、そういう面では、地

方自治法そのものが６０年も前にできている法律ですので、今の実態

と若干乖離があるのかもしれないですけれども。 

 

 すいません、自治法の話が今ちょっと出ましたので、補足というか

関連で。そこの自治法が１８年改正で、議員報酬が書き分けられたわ

けです。ですから、議員は非常勤でも常勤でもないんですよ。つまり、

議員報酬という単独の条文になったわけです。今までは非常勤の職員

と同じところに書いてあったので、皆さん何となく議員は非常勤だと

言っていただけなんですけれども、報酬の出し方が。今度は独立した

別の条文になりましたから、非常勤等も書いていない、つまり一緒で

はない。 

 それから、首長さんのほうも常勤の職員と同じ条文に２０４条、２

０５条で書かれていますけれども、さっき言いましたように、一般職

とまさに同じだというふうにも読めないんですね。やはり、これは選

挙で上がった公選の特別職ということのほうが、一般職と一緒だとい

うふうにすべてしちゃうよりもぴったりくると思います。ですから、

そこら辺の議論の整理をそろそろする時期に来ているというのが基本

的な認識です。 

 議員について、期末手当が出せるのは、別途法律があって、出せる

というのが議員立法でつくられて出しているだけなんです。それはい

ろんな政治的な背景があってできたんでしょう。年金制度もそうです

ね、議員立法でつくったんですね。 
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 ですから、制度はあるんですけれども、説明がつくかというと、住

民とか国民に説明できない部分が実はたくさんあり過ぎる。政務調査

費についても何となく、これも議員立法ですけれども、だれもが納得

してということには至っていない。だから、その辺は、私はせっかく

ですから、頭出しでも結構ですから、きちっとした考え方を出して、

本来はこうなんだけれどもでも結構ですから押さえておいて。 

 それから、年俸制は、今、私が知っている範囲では、１つ、町村の

議会で条例に歳費を支給すると書き込んだところがあります。つま

り、年俸ということです、歳費ですから。ただ、額はこれから検討し

て決めると。つまり、年間幾らと。つまり、住民が年間幾らで、議員

さん、しっかり仕事してくださいねと、こういう仕掛けですよね。し

たがって、多分、期末手当とか費用弁償とか政務調査費は全部なくす、

１本にするというふうな考え方になります。ですから、水野さんが言

われたように、まだそんなに一般的にはないんですよね。これから少

し増えるかなと。住民にわかりやすい説明責任を果たしやすいシステ

ム、広く言えば議員とか政治家とお金の話ですよね、というふうに実

は思っていますので、この報酬審は私にとってはすこぶるいい機会か

なというふうに位置づけているところなんですけれどもね。 

 

 岡本委員のご意見としては、それでは、年俸制というのは議員にも

適用するということですね。 

 

 と私は思っています。 

 

 当然、私、この回のこれからの審議の方向は、議員報酬も入れるわ

けですよね。だから、それを前提として考えると、今、区長の報酬等

について議論しているわけですけど、そこでかなりシビアなというか、

わりと論理的に筋の通った提言をしないと後が続かないんじゃないか

と私は思っていまして、もしここではっきりと先ほどから議論に出て

いるような線で方向性が出てくれば、それは６％だから云々という緩

和措置みたいなのがあってもやむを得ないという判断もあるかもしれ

ないんですけれども、いずれにしても少し厳しい線を出しておけば、

後の議員報酬の議論がしやすくなってくるんじゃないかと、筋も通り

やすくなってくるんじゃないかなという気がしているわけです。 

 今、岡本さんおっしゃった年俸制というのは、かなり一気にそこを

飛び越えるみたいな考え方なんだけれども、やはりお仕事の形態とし

ては、非常勤であり、かつ、繁閑の差が大きい仕事だと思いますから、

歳費と言ってもいいんでしょうけれども、そういう考え方で、一応そ

れを視野に入れておくということは必要だと思います。私、規則とか

そういうことをあまり詳しく知らないので余計なことを言って申し訳

ないんですけれども、方向としてもう少し、ある部分は古い制度に癒

着している、ある部分は新しい制度に片足突っ込んでいるみたいなや

やこしいのはこの際一気に整理して、何か筋を通したほうがいいんじ

ゃないかなと思っているわけです。 

 

 とにかく、いわゆる今お話があった、首長と議員というのとは全然

私は考え方を切り離しているんです。いわゆる、行政トップは常勤だ

と。常勤は、やはり職員の模範みたいなものですから、区民の感情も

非常に感心があると。だから、かなり襟を正したようなやり方がいい

し、また、現区長もそのつもりでやっていると、政治家だから格好が

いいからということじゃないんですよ。あくまで区民意識を考えて、

そして自分の立場を処しているんだと、こういうふうに思っているん

です。議員の場合は非常勤ですから、これはまた別途にお考えをいた
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だきたい。 

 

 そうですか。議員は非常勤だという、私は、議員も、議会に来るの

は日数でいくと少ないかもしれないけれども、立法と行政チェックと

いう２つの役割から考えると、やっぱり議員としての仕事は非常勤で

はない常勤として考えたほうがいいんではないかと思うんですけれど

もね。 

 

 非常勤だけど常勤に近いと。 

 

 そうしないと、非常勤で来ると、それこそ日当制にという議論にな

っていって、議長の金額は副区長と同レベルとかそういう話が一気に

すっ飛んでしまうというふうに思うんです。ですから、そこは常勤と

して考えたほうがいいんではないかと思うんです。 

 

 自由業という言葉がありますよね、弁護士さんも自由業。でも、自

由業ほど不自由なものはないとよく私も思うんですけれども、要する

に、簡単に言えば２４時間勤務ですよね。だから、確かに議員さんは

非常勤ですけど、それは常時何が飛び込んでくるかわからないという

意味での仕事の体制は持っていなきゃいけないと。常勤、非常勤の区

分けが非常に難しいし、それから、今のような知的労働みたいなもの

をやっていらっしゃる方にとっては非常に線引きが難しいところなの

で、そこはあまりこだわらないで考えたほうがいいと思うんですけれ

ども。 

 だから、議員さんは確かに繁閑の差が大き過ぎると私さっき言いま

したけれども、３６５日選挙も含めて考えていらっしゃるというのは

間違いないと私も思っているんです。その部分をちょっと訂正してお

きます。 

 

 そうですね、年俸制に移行するということになると、日本全国に相

当発信力が高まりますが、法的な問題はないですね。実質的な総額に

ついても、この資料２で、その水準をどこにするかということを考え

ればいいのでということですが、例えば今の地域手当の半分を自ら下

げるというのは、そういう何か政治的スタンスを示すようなことは残

りますかね。やっぱりそれも年俸の何％を引き下げるとやれば、そう

いう条例をつくればいいということですかね。 

 

 うん、そうですね。 

 

 そうすると、そういう意味で制約を設けることにもならないので、

ただ、こういうふうに比較ですね、並べたときに千代田区がちょっと

別だなという数字を２３区で並べられると、何だこれはというふうに

説明をしないと、多分ほかの区から反発を買いますね。 

 

 水野さんが言われたのが一番シンプルですよね。 

 

 そう、考え方はシンプル。 

 

 だから、報酬審も楽ですよ。その額だけ出して議論すればいいんで

すから。こんな難しい手当が何ぼとか、退職手当とか議論しなくてい

いんですよ、職員も。 

 

 とにかくシンプルで簡単なほうがいい。例えば大阪をはじめ、東京
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もしかりですが、衛星都市、ラスパイレスなんかで一番高いのは大阪

周辺なんですよ。結局、何とかかんとかといろんな手当くっつけちゃ

うから、それで、市民にはわからないと思っても、実際市民はよく知

っているわけなんですよね。ですから、やっぱり、しかも最終的にラ

スパイレスの指数で出てきて、とにかく大阪周辺の衛星都市が軒並み

１２０近いような数値が。 

 

 今は大分改善されてきたと思うんですけどね。 

 

 改善でも、あれ改善するのに大変でしょう、首長が骨折って。 

 

 たしか国公準拠というのは均衡の原則というんですよね。国家公務

員との均衡をちゃんと見なさいというようなことが書かれているんで

すが、今回の場合、区長という職に国家公務員の職はないものですか

ら、国の役職を見るという必要は直接的にはないのかなと。国にも特

別職があって、そういえば委員長の月額制なんていうのも国がやって

いるから地方がまねしていてというところはあると思うんですけれど

もね。逆に国公準拠していたおかげで問題が出てきちゃったというよ

うなところですね。 

 年俸制にすると、ちょっと年俸制についての考え方を整理しないと

いけないので時間が必要かなと思うんですが、この委員会、全体とし

てシンプルにというところから年俸制に移行すべきだということで

したら、そういう答申をすることになります。今日はまだお休みの方

も帰られた方もいらっしゃるので、ここでは結論は出せないというふ

うに思いますが。 

 

 岡本さんが言っていた年俸制、これは、やっぱり行政２３区として、

いや、これはほんとうにシンプルで私はいいと思いますよ。やはり今

度やられるものなら。 

 

 問題は、大きく変動したときに３年間で上がる下がるということが

起きた場合に、年俸そのものを変えていかなくてはいけないものです

から、３年ごとでいいのかという話もかなり重要な側面として出てく

るのではないかなと思うんです。ですから、今の段階では、そこは期

末手当で調整するとかいう話が可能なんですが、ところが、そういう

年俸そのもので動かしていかなくちゃいけないというので、それもで

きなくはない話ですので、毎年考えるというふうにすればいいわけで

すね。そうすると、千代田区としては制度が大きく変わるものですか

ら、そこはちょっと時間をいただいて事務局でも検討していただく必

要があるかなと思います。 

 それから、議員さんにそれを適用した場合に、先ほど、ほかの手当

が全部なくなるということになったときに、手当も当然、現在の部分

を組み込んでいくというのが考え方になると思うんです。それをどこ

まで組み込むかということになると。 

 

 いや、議員の場合は、ほかに手当ありませんから。 

 

 いや、費用弁償の話ですね。費用弁償をどう考えるかということ。

期末手当は組み込んでいけばいいとしても、そこが、例えば首長には

退職金があるけれども議員さんにはないという、年金の積み立てみた

いな、そういうようなことはどう考えていくかということもあります

ので、年俸制になると大きく制度が変わるので、事務局にそういうと

ころまで含めて案を少しシミュレーションしてもらわないといけませ
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んので、今日はもう大分時間がたちましたので、ちょっと時間をいた

だいて、私のほうで答申文のどういう文書にするかを、年俸制にする

場合と、一応その枠組みは維持しながら、資料２でいくと、どこの引

き下げ水準にするかということですね。そこもまだ議論が決着してい

ないので、多くの皆さんはちょっと引き下げたほうがいいのではない

かということだと思うんです。 

 どうも赤い面積のほうが、どうですか、緑の面積のほうが多いです

かね。最近の部分で見ると明らかに赤の部分の面積が上がっています

ので、８９年から見るか、９７年ぐらいから見るか、あるいは平成２

年くらいから見るかで大分違ってきますから、引き下げ効果が高いの

は平成２年くらいのところで、赤が上に上がったところから数字を見

ると高くなっていますよという言い方ができますし、その前から見る

とちょうどバランスができていて、そろそろ引き下げる時期でしょう

かというようないろんな考え方ができるかと思いますので、どのくら

い引き下げるかということについて、まだ十分に議論ができていませ

んので、次回にもう一度ということになるかと思うんですが。時間的

な問題は、事務局もそれでよろしいですか。 

 それでは、あと残りの時間で本来期末手当についてなども考えよう

と思っていたんですが、それは年俸制という議論で大きく違った考え

方が出てきましたので、この年俸制について資料を準備するというこ

とと、議員さんの費用弁償の問題なんかも、また年俸制になるとどう

いうふうに考えるべきかを少し整理したいと思います。 

 そうしますと、次回の日程を調整しておきたいと思うんですが、今

日は火曜日の午前中ということですが、午前中のほうが皆さんお揃い

になりやすいということだと思いますが、今日お二人の欠席とお二人

もう早退されている方がいらっしゃいますので、複数候補を挙げてな

るべくいい日をというふうに考えたいと思いますが、７月のいつ頃

が、上旬、中旬。 

 

 一応９月の第３回定例会には条例改正案をあげなければいけないの

で、結構日程が詰まって審議いただかなくてはいけないので、今回の

速記録の上がる時間も考えて、７月１３日、月曜日ですけれども、１

３日の週ぐらいで、もしその週が都合が悪いというのであれば２１日、

翌週ぐらいで第４回目をお願いできればありがたいんですが、直近の

部分から、例えば７月１３日月曜日の１０時－１２時という形ではい

かがでしょうか。 

 それでは、１５日。大丈夫ですか。武藤先生も大丈夫ですか。 

 

 ご都合の悪い方いらっしゃいますか。３人ご都合の悪い方。 

 

 では、７月の１４日はいかがでしょう。 

 

 お二人だめ。 

 

 では、１５日。 

 

 １５日はいかがでしょう。 

 

 １０時－１２時。大丈夫ですか。 

 

 いいですよ。 

 

 武藤先生も大丈夫ですか。 
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総務職員課長 

 

武藤会長 

 

総務職員課長 

 

 

 

 

水野委員 

 

総務職員課長 

 

水野委員 

 

総務職員課長 

 

 

水野委員 

 

総務職員長 

 

 

水野委員 

 

 

武藤会長 

 

 

 

 私も、１時小金井ですので。 

 

 ちょっと、できるだけこれ詰めないとまずいんじゃないか。 

 

 そうですね。 

 

 ちょっと間隔があき過ぎるよ。忘れちゃうよ。 

 

 ここから小金井でしたら。 

 

 それとも、１時間あれば小金井でしたら行きますけれども。 

 

 そうしたら、ちょっと小金井のほうを３０分遅らせることにして。

 １５日も一応候補として挙げていただいて、残りの４人の方を聞い

ていただいて、１５日を。 

 

 一応１５日の１０時－１２時で候補にさせていただいて、皆さん、

１６日はいかがでしょうか。 

 

 いいですよ。 

 

 大丈夫です。 

 

 大丈夫ですか。 

 

 私もオーケーです。 

 

 じゃ、１５、１６でとりあえず手帳のほうに日程を入れていただい

て、ほかの今日ご欠席の方と途中で中座された方に確認させていただ

きまして、１５日の１０時、もしくは１６日の１０時という形で調整

させていただいて。 

 

 そうすると、曜日は。 

 

 １５日が水曜日です。 

 

 水、木ですか。いいです。金曜日でなきゃいいんですよ。 

 

 １５日もしくは１６日で次回第４回目という形で。それまでに資料

等も整えてお願いしたいと思います。 

 

 本当はもっと前に設定できない？ 

 

 できたら前に設定したいんですけれども、会議録が上がってきたり、

そのあれで。 

 

 そうか、その都合があれね。それはそうだ。とにかく、ちょっと早

めないと、こんなスローでやっていると。 

 

 いやいや、実質的な審議が始まったのは前回後半ぐらいからですか

ら、今日が本格的な内容ですから、３回目は仕方がないかなと思いま

すね。 
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総務職員課長 

 

 

 

 

武藤会長 

 

 すいません、それから、今日、資料４以降をご説明しなかったんで

すが、前回資料要求のあった資料、あと、後日お電話でいただいた資

料が入ってございますので、もしお時間があればお目通しいただけれ

ばありがたいと存じますので、よろしくお願いします。以上です。 

 

 では、これで第３回の特別職報酬等審議会を閉会とさせていただき

ます。どうもありがとうございました。 

 

                    ―― 了 ―― 

 

 

 


